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日米経済比較d
Comparing ]apan and US Economy 

グローバルスタンダードを

生んだ国

1990年代の「金融ビ‘ック.パン」

に始まるアメリカの巨大資本は、瞬

く聞に日本を覆いつくし、名だたる

銀行や大企業の一部はその軍門

にくだった。われわれ中小企業でも、

「グローバルスタンダード」 というア

メリカ主導の経済原理の大波の影

響を受け、先祖から築いてきた日本

的な経済や経営原理が通じなくな

った。

アメリカは、善と悪、勝ちと負けと

対立しながら、白黒をはっきりさせる

二元論のグローパルスタンダードを

生んだ園である。日本人はもともと

物事を論理的には考えない民族で

ある。アメリカ約な、 ①株主を頂点

とした会社経営、 ②プロの経営者

と資本家の分離、③スピードの速

い会社経営、④会社の売買を前提

とした経営、⑤能力主義の人事

評価、 ⑥早い昇進と解雇の自由、

⑦時価会計主義などは、きわめて

合理的なスタイルで、日本の中小企

業は、まだこの考え方を十分には岨

噌できていない。

日本の「この国のかたちj

しかし日本は、この国の初めに中

国や朝鮮半島から儒教や仏教など

の大陸文化を輸入したときも、明治

に資本主義の思想を、敗戦後に民

主主義的思考を輸入したときも、単

なる模倣ではなく、それらの考え方

を十分にマスターしたうえで日本流

に磨きをかけ、和魂洋才という隠し

味を加えて、世界に誇れる経済や経

営の制度をっくり上げてきた。

日本人がものの考え方を輸入し

て、日本独特の制度につくり替えた

ことは恥ずかしいことではなく、むし

ろ、日本が世界に誇れるビジネスモ

日米の経営スタイルのはざまに

太成学院大学教授

釣島平三郎
text by Heizaburo Tsurushima 

日本の伝統的なビジネスモデルと

われわれの世代の責務

【 精織でエレガントな宝石 】

原産地:中国・弱国

時代:飛鳥~平安

原産地:欧米

時代明治

原産地.米国
時代:終戦後

原産地.米国
時代:平成

【 荒削りな原石 】

図版 :八木勢以子 仙Slralionby Seiko Yagi 

デルであった。司馬遼太郎氏も『こ

の国のかたちjで、「日本人は、思想

はいつも外から来るものと思ってい

るJfむろん、かつての日本人がそう
いうものを生み出さなかったという

のは、べつに恥ずかしいことではな

い」と言っている。

われわれの世代の責務

しかし平成の激変期には、もはや

いままでの日本的経営では、中国

との競争に代表される国際競争に

生き残れない。ク‘口ーパルスタンダ

ードという原石を日本流に磨きあげ‘

て、世界に向けて 「ニュー・ク口ー

パルスタンダード」を発信すること

が、われわれ世代の責務である。な

ぜなら、ハリケーン「カトリーナ」に

見られるように、世界をリードするア

メリカのグローパルスタンダードと

いう原石にも、陰の部分があるから

である。

トヨタ自動車は、将来の地球の化

石燃料の枯渇を見据えて、アメリカ

の競争相手でも真似のできない、

1¥イブリッド車や燃料電池車を開発

し、会社経営においてもGMやフォ

ードをしのぐ新しい経営を実践して

いる。これは、「ニュー・ク口ーパルス

タンダード」のひとつのヒントではな

いだろうか。
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